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特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令に

ついて 
                                 平成１７年３月 
           特 許 庁 
 
 特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正する法律（平成１６年法律第７９号。

以下「迅速化法」という。）の施行に伴い、及びその他規定に基づき関係省令の整備等を行

うものである。 
なお、迅速化法のうち、本省令案は、特定登録調査機関制度の導入、インターネットを利

用した公報の発行、及び実用新案制度の見直しについての関係省令の規定の整備を行うも

のである。  
【参考】 
特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正する法律においては、①指定調査機関制度等の

見直し、②特定登録調査機関制度の導入、③インターネットを利用した公報の発行、④予納制度を利

用した特許料等の返還、⑤実用新案制度の見直し、⑥独立行政法人工業所有権総合情報館の業務拡大、

⑦職務発明規定について改正を行っている。 
 

【改正の概要】 
１．特定登録調査機関の導入に伴う規定の整備（工業所有権に関する手続等の特例に関す

る法律施行規則（平成２年通商産業省令第４１号。以下「特例法施行規則」という。） 
 迅速化法において導入された特定登録調査機関に関し、省令へ委任されている具体的手

続について規定する。 
（１） 特定登録調査機関の交付する調査報告の記載内容について規定する（第６０条の２）。 
（２） 特定登録調査機関が業務の休廃止をするに当たり、事前にその旨を特許庁長官に届

け出る際の届出書の記載事項を規定する（第６０条の６）。 

（３） 特定登録調査機関が備え、保存すべき帳簿について規定する（第６０条の７、第６

０条の８）。 

（４） 特定登録調査機関が先行技術調査業務を実施した際の調査報告の提出について規定

する（第６０条の９）。 

（５） 特定登録調査機関の立入検査の身分証明書の様式を規定する（様式４１）。 

（６） 特定登録調査機関が交付する調査報告を提示する場合の出願審査請求書の様式を規

定する（特許法施行規則様式第４４）。 

 

２．インターネットを利用した公報の発行に関する規定の整備（特例法施行規則） 
 迅速化法において導入された電子情報処理組織を使用した公報の発行に関し、省令へ委

任されている具体的発行方法を規定する（特例法施行規則第３５条）。 
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３．実用新案制度の改正に伴う関係省令の改正（特許法施行規則（昭和３５年通商産業省

令第１０号）等） 
（１）実用新案登録に基づく特許出願制度の導入に伴う関係省令の整備 
① 実用新案登録に基づく特許出願専用の願書の様式を規定する（特許法施行規則第２３

条）。 
② 実用新案登録に基づく特許出願の際に、実用新案権の放棄による登録の抹消の申請を

行うべきこと及び実用新案登録に基づく特許出願専用の実用新案権抹消登録申請書の

様式を規定する（特許法施行規則第２７条の６、実用新案登録令施行規則（昭和３５

年通商産業省令第３４号）第２条の３）。 
③ 特許出願の基礎とした実用新案登録に関する証明書又は図面であって変更を要しない

ものについては、特許出願に関する当該証明書等の提出を省略することを可能とする

（特許法施行規則第３１条）。 
④実用新案登録に基づく特許出願がされた旨の登録方法として、実用新案登録原簿の表

示部に記載すべきこと等を規定する（実用新案登録令施行規則第２条の２、第２条の

６）。 
（２）訂正の許容範囲の拡大に伴う関係省令の整備 
①実用新案登録の訂正書の様式を規定する（実用新案法施行規則第１０条）。 
②実用新案登録証に訂正の登録があった旨の記載をすることを規定する（実用新案法施

行規則第１９条）。 
③登録実用新案の名称が変更される可能性があるため、特許制度と同様に、その名称変

更の登録規定を設けることとする（実用新案登録令施行規則第２条の５）。 
 
４．その他 
（１） 出願公開前の特許出願について、特許庁長官に対する情報の提供が可能となるよう

規定する（特許法施行規則第１３条の２）。 
（２） 実用新案登録後における無効理由について、特許庁長官に対する情報の提供が可能

となるよう規定する（実用新案法施行規則（昭和３５年通商産業省令第１１号）第

２２条の２）。 

（３） 民事訴訟法施行規則第２５条の改正に対応する改正（特許法施行規則第５０条の８）。 
（４） 現在、書面での提出を求めている審査請求手数料等に関する返還請求について、電

子手続を可能とすべく、特例法施行規則第１０条に指定された特定手続及び第３４

条の２に指定された指定特定手続以外の指定特定手続等として規定する（特例法施

行規則第１０条、第３４条の２）。 

（５） 国際商標登録出願の査定・決定について、電子手続を可能とすべく、特定処分とし

て規定する（特例法施行規則第２３条第７号）。 

 

５．施行日 
 平成１７年４月１日から施行する。 


